
注）実用発電用原子炉の審査実績を踏まえて事業指定基準規則の条文ごとの対応状況を

整理した資料 

１．件名：「日本原燃(株)再処理施設の新規制基準適合性に関する資料提出」 

 

２．日時：令和２年３月２日（月）１７時００分～１７時０５分 

 

３．場所：原子力規制庁 １０階打合せテーブル 

 

４．出席者 

原子力規制庁 

原子力規制部 

（原子力規制部新基準適合性審査チーム） 

    藤田安全審査専門職、松倉原子力規制専門員 

日本原燃(株) 

東京支社 技術部 建設管理グループリーダー 他２名 

 

５．要旨 

 日本原燃株式会社から、一部の条文に関する整理資料注）の提出があった。 

 

６．その他 

提出資料 

「安全審査 整理資料 第２８条：重大事故等の拡大防止等」 

「安全審査 整理資料 第３４条：臨界事故の拡大を防止するための設備」 

「安全審査 整理資料 第３５条：冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処す

るための設備」 

「安全審査 整理資料 第３６条：放射線分解により発生する水素による爆

発に対処するための設備」 

「安全審査 整理資料 第３７条：有機溶媒等による火災又は爆発に対処す

るための設備（TBP 等の錯体の急激な分解反応）」 

「安全審査 整理資料 第３８条：使用済燃料貯蔵槽冷却等のための設備」 

「安全審査 整理資料 第４０条：工場等外への放射性物質等の放出を抑制

するための設備」 

「安全審査 整理資料 第４１条：重大事故への対処に必要となる水の供給

設備」 

「安全審査 整理資料 第４２条：電源設備」 

「安全審査 整理資料 第４４条：制御室」 

「安全審査 整理資料 第４５条：監視測定設備」 

「安全審査 整理資料 第４６条：緊急時対策所」 

「安全審査 整理資料 使用済燃料の再処理の事業に係る重大事故の発生及

び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」 


